
第 １ １ 号 議 案

平 成 ２ ８ 年 度

亀 岡 市 下 水 道 事 業 会 計 予 算



　（総　則）

　第１条　平成２８年度亀岡市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

　第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

（１） 25,144 戸

（２） 7,942,794 ｍ
３

（３） 21,761 ｍ
３

（４） 処理場建設改良事業 亀岡市年谷浄化センター改築更新工事（高度処理化、耐震化、長寿命化）

　（収益的収入及び支出）

　第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。なお、営業運転資金にあてるため、企業債 200,000千円を借り入れる。

　　　　　　　　　収　　 　　　入

　第１款　 下 水 道 事 業 収 益 2,341,200 千円

　　第１項 1,701,977 千円

　　第２項 639,223 千円

　　　　　　　　　支 　　　　　出

　第１款　 下 水 道 事 業 費 用 2,268,900 千円

　　第１項 1,834,769 千円

　　第２項 424,131 千円

　　第３項 10,000 千円

営 業 費 用

営 業 収 益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

使 用 戸 数

年 間 総 排 水 量

一 日 平 均 排 水 量

主要な建設改良事業

予 備 費

平 成 ２ ８ 年 度 亀 岡 市 下 水 道 事 業 会 計 予 算



　（資本的収入及び支出）

　第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額 711,100千円は消費税資本的

　　収支調整額 16,828千円、損益勘定留保資金 694,272千円で補てんするものとする。）。

　　　　　　　　　　　収　　 　　　入

　第１款 資  本  的  収  入 1,038,100 千円

　　第１項 198,500 千円

　　第２項 542,172 千円

　　第３項 249,494 千円

　　第４項 47,934 千円

　　　　　　　　　　　支 　　　　　出

　第１款 資  本  的  支  出 1,749,200 千円

　　第１項 530,479 千円

　　第２項 1,218,071 千円

　　第３項 650 千円

　（債務負担行為）

　第５条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

限　　　　　度　　　　　額事　　　　　　　　　　項 期　　　　　　　　　間

502,000　千円　亀岡市年谷浄化センター改築工事委託経費 平成２８年度から平成２９年度まで

出 資 金

預 託 金

企 業 債 償 還 金

企 業 債

国 庫 支 出 金

負 担 金

建 設 改 良 費



　（企　業　債）

　第６条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

起　債　の　方　法

398,500 千円

 （ただし、発行価格が額面金額を下  (1) 普通貸借

 まわるときは、その発行価格差減額  (2) 証券発行  により、銀行その他の場合にはその

 をうめるため必要な金額をこれに加  (3) 本債にかわる短期  債権者と協定するものによる。ただ

 算した額） 　　債を起こすことが  を行った後においては、  し、市財政の都合により据置期間及

　　できる。  び償還期限を短縮し、又は繰上償還

 若しくは低利に借換えすることがで

 きる。

　（一時借入金）

　第７条　一時借入金の限度額は、1,500,000千円と定める。

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

　第８条　次に掲げる経費については、これらの経費の金額を、これらの経費のうち他の経費の金額に、若しくはこれら以外の経費の金額に流用し、

　　又はこれら以外の経費をこれらの経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

（１） 職 員 給 与 費 149,420 千円

　（他会計からの補助金）

　第９条　下水道事業の財源に充当するため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、155,646千円である。

平成２８年２月２９日提出

亀岡市長　　桂　　川　　孝　　裕

償　　還　　の　　方　　法

 政府資金については、その融資条件

 等について、利率見直し

起債の目的

下 水 道 事 業

限　　　　度　　　　額

 当該見直し後の利率）

利　率

５％以内

 （ただし、利率見直し方

 式で借り入れる政府資金



平成２８年度亀岡市下水道事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収　　 　　　入

款 項 目 予 定 額 備 考

１ 下 水 道 事 業 収 益 2,341,200
千円

１ 営 業 収 益 1,701,977

１ 下 水 道 使 用 料 1,700,405

２ そ の 他 営 業 収 益 1,572

２ 営 業 外 収 益 639,223

１ 受取利息及び配当金 87

２ 他 会 計 補 助 金 155,646

３ 長 期 前 受 金 戻 入 483,277

４ 雑 収 益 213



支　　　 　　出

款 項 目 予 定 額 備 考

１ 下 水 道 事 業 費 用 2,268,900
千円

１ 営 業 費 用 1,834,769

１ 管 渠 費 97,579

２ ポ ン プ 場 費 15,715

３ 処 理 場 費 488,097

４ 普 及 促 進 費 29,138

２ 営 業 外 費 用 424,131

５ 総 係 費 107,263

６ 減 価 償 却 費 1,096,977

１
支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

356,863

２ 雑 支 出 3,263

３
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

64,005

３ 予 備 費 10,000

１ 予 備 費 10,000



資 本 的 収 入 及 び 支 出

収　　　 　　入

款 項 目 予 定 額

１ 企 業 債 198,500

備 考

１ 資 本 的 収 入 1,038,100
千円

１ 企 業 債 198,500

２ 出 資 金 542,172

４ 負 担 金 47,934

１ 一 般 会 計 出 資 金 542,172

３ 国 庫 支 出 金 249,494

１ 受 益 者 負 担 金 42,603

１ 国 庫 補 助 金 249,494

２ 他 会 計 負 担 金 5,331



支　　　 　　出

款 項 目 予 定 額 備 考

１ 資 本 的 支 出 1,749,200
千円

１ 建 設 改 良 費 530,479

１ 事 務 費 60,489

２ 管 渠 布 設 費 16,005

３ 処 理 場 建 設 改 良 費 448,900

４ 固 定 資 産 購 入 費 5,085

２ 企 業 債 償 還 金 1,218,071

１ 企 業 債 償 還 金 1,218,071

３ 預 託 金 650

１ 預 託 金 650



有形固定資産の取得による支出 △ 490,677

補助金による収入 231,013

預託金による支出 △ 650

負担金等による収入 48,318

利息の支払額 △ 356,863

業務活動によるキャッシュ・フロー 649,408

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

未払金の増減額（△は減少） △ 5,036

小計 1,006,184

利息及び配当金の受取額 87

受取利息及び配当金 △ 87

支払利息 356,863

未収金の増減額（△は増加） △ 2,379

減価償却費 1,096,977

引当金の増減額（△は減少） △ 11,247

長期前受金戻入額 △ 483,277

貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 1,102

平成２８年度亀岡市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（平成２８年 ４ 月１日から平成２９年 ３ 月３１日まで）

千円

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 55,472



資金増加額（又は減少額） 160,013

資金期首残高 249,799

資金期末残高 409,812

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 1,218,071

他会計からの出資による収入 542,172

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 277,399

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 211,996

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 398,500



給    与    費    明    細    書

（１） 総    括

人 人 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

なお、平成２８年度において、退職手当として１１，２８８千円を支給するため、退職給付引当金１１，２８８千円を使用する。

960 △ 584

退 職
給 付 費

0△ 1,228

30,763

4,646

4,728

地 域
手 当

住 居
手 当

扶 養
手 当

0

1,590

0

区 分
給 与 費

報 酬

職 員 数

度

△ 584

本

年

△ 82

前

年

16,430

給 料 手 当 賃 金

77,739

77,760

30,523

16,766

法 定 福 利 費 合 計

損 益 勘 定
支 弁 職 員

計特 別 職 一 般 職

16,895 94,634

7

比

度

損 益 勘 定
支 弁 職 員

合 計

資 本 勘 定
支 弁 職 員

合 計

損 益 勘 定
支 弁 職 員

234

13

7

20

資 本 勘 定
支 弁 職 員

0

13

17,584

20

資 本 勘 定
支 弁 職 員

合 計

47,873

△ 2,009

△ 255

△ 1,754

28,576

76,047

121,327

△ 2,593 △ 84

47,216

26,822

74,038

47,471

47,289

30,289

△ 818

150,052

444

△ 3,121

△ 2,677

123,920

△ 21

△ 2,572

52,741

147,375

94,190

9,153

26,048

55,86246,160

43,588

0

通 勤
手 当

単 身
赴 任
手 当

管 理 職
時 間 外
手 当

△ 60

9,702

26,132

465

△ 549

職 員

手 当

の

内 訳

区 分

本 年 度

前 年 度

比 較

較

△ 174

1,296 2,188

7,002

7,962 29,535

特 殊
勤 務
手 当

宿 日 直
手 当

管 理 職
特 勤
手 当

期末勤勉
手      当

47,873

72 47,289

計

千円

1,296 1,650 2,362 72



（２） 給料及び職員手当の増減額の明細

(千円) (千円)

給 料 △ 2,009

 昇給に伴う
 増加分

1,701

 職員数の異動状況

 その他の増減分 △ 3,710  職員の異動に伴う減等

本 年 度 20 人

前 年 度 20 人

増     減 0 人

職員手当 △ 584

 その他の増減分 △ 584  職員の異動に伴う減等

区 分 説 明増 減 額 増減額の増減事由別内訳 備 考



（３）給料及び職員手当の状況

ア 職員１人当たり給与

(円)

(円)

(円)

(円)

イ 初  任  給

(円) (円)

本 会 計 一 般 会 計

区 分 企 業 職

308,480

382,455

平均給料月額

平均給与月額

平 均 年 齢

そ の 他

平均給与月額 388,142

316,850平均給料月額

行 政 職

144,600

176,700

高 校 卒

区 分

高 校 卒

企 業 職

144,600

２ ８ 年 ４ 月 １ 日

現 在

40歳11月

大 学 卒

区 分

大 学 卒176,700

平 均 年 齢

２ ７ 年 ４ 月 １ 日

現 在

41歳5月



ウ 級別職員数

(人) (％) (人) (％)

  （級別の標準的な職務内容）

５ 級

現 在 ６ 級

４級 ５級２級 ３級

100.0

そ の 他

企 業 職 主事･主事補

７ 級

計

主 査

区 分 １級

部 長

７級６級

主　　任
係 長・主 幹

主　任
副 課 長 次 長 ･ 課長

20

1 5.0

50.0

15.0
3

15.03
10

3

構 成 比

15.0

35.0

２ 級

４ 級

２ ７ 年 ４ 月 １ 日 ３ 級

そ の 他

１ 級 3 15.0

区 分 級
構 成 比

企 業 職
職 員 数 職 員 数

２ 級 4 20.0
２ ８ 年 ４ 月 １ 日

1

３ 級 4 20.0
４ 級 7

5.0
５ 級 1 5.0

現 在 ６ 級

１ 級

計 20 100.0

７ 級



エ 期末手当・勤勉手当

有

有

有

オ 特殊勤務手当

(％)

(％)

(円)

 危険不快作業従事手当等

職 制 上 の 段 階
職 務 の 級 等 に よ る
加 算 措 置

備 考
６ 月 (月分) １ ２ 月 (月分)

本 年 度 ２ ． ０ ２ ５

支 給 対 象 職 員 の 比 率
１ ０ ０ ． ０ １ ０ ０ ． ０

区 分

（ 再 任 用 職 員 の 支 給 率 ）
支 給 期 別 支 給 率 支給率計 (月分)

区 分 全 職 種
代 表 的 な 職 種

企 業 職

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 ０ ． １ ０ ０ ． １ ０

２ ． １ ７ ５ ４ ． ２ ０ ０

前 年 度

２ ． ０ ２ ５ ２ ． １ ７ ５ ４ ． ２ ０ ０一般会計の制度

１ ． ９ ７ ５ ２ ． １ ２ ５ ４ ． １ ０ ０

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称

（ ２ ８ 年 ４ 月 １ 日 現 在 ）

支 給 対 象 職 員 １ 人 当 た り
３ ０ ０ ３ ０ ０

平 均 支 給 月 額



カ その他の手当

差 異 の 内 容

同

同

扶 養 手 当

住 居 手 当

通 勤 手 当

地 域 手 当

区 分 一般会計の制度との異同

同

同



期　　間 金　　額 期　　間 金　　額 国庫支出金 企 業 債 そ の 他

千円 千円 千円 千円 千円 千円

平成２５年度
から
平成２７年度
まで

平成２８年度
から
平成２９年度
まで

亀岡市年谷浄化
センター改築工
事委託経費

558,000 195,182 362,818 199,549 145,128平成２７年度 平成２８年度

平成２８年度

276,100

亀岡市年谷浄化
センター汚泥運
搬・処分業務委
託等経費

平成２７年度 平成２８年度111,600 0

502,000

294,878294,878

亀岡市年谷浄化
センター等維持
管理業務委託経
費

734,600 439,722

亀岡市年谷浄化
センター改築工
事委託経費

200,800 25,100502,000

111,600 111,600

18,141

債　務　負　担　行　為　に　関　す　る　調　書

左　の　財　源　内　訳

事　　 項 限　度　額

前 年 度 末 ま で の 支 払
義 務 発 生 （ 見 込 ） 額

当 該 年 度 以 降 の 支 払
義 務 発 生 予 定 額



（ ２） 他 会 計 補 助 金 173,941

（ ３） 長 期 前 受 金 戻 入 470,369

1,797,915

営 業 損 失 241,133

３ 営 業 外 収 益

（ １） 受取利息及び配当金 98

（ ７） そ の 他 営 業 費 用 10,000

（ ５） 総 係 費 103,253

（ ６） 減 価 償 却 費 1,105,346

（ ３） 処 理 場 費 440,001

（ ４） 普 及 促 進 費 25,777

２ 営 業 費 用

（ １） 管 渠 費 99,130

（ ２） ポ ン プ 場 費 14,408

千円

１ 営 業 収 益

（ １） 下 水 道 使 用 料 1,554,919

平成２７年度亀岡市下水道事業予定損益計算書（前年度分）

（平成２７年 ４ 月 １ 日から平成２８年 ３ 月３１日まで）

千円 千円

（ ２） そ の 他 営 業 収 益 1,863 1,556,782



740,411

（ １） そ の 他 特 別 利 益 4,151 4,151

当年度未処分利益剰余金 760,563

4,151

当 年 度 純 利 益 20,152

前年度繰越利益剰余金

387,483 257,134

経 常 利 益 16,001

５ 特 別 利 益

（ １） 支 払 利 息 及 び 380,504企 業 債 取 扱 諸 費

（ ２） 雑 支 出 6,979

（ ４） 雑 収 益 209 644,617

４ 営 業 外 費 用



イ 電 話 加 入 権 1,335

無 形 固 定 資 産 合 計 1,335

（ ３） 投 資 そ の 他 資 産

ト 建 設 仮 勘 定 74,680

有 形 固 定 資 産 合 計 36,372,805

（ ２） 無 形 固 定 資 産

ヘ 工 具 、 器 具 及 び 備 品 62,918

減 価 償 却 累 計 額 △ 57,660 5,258

ホ 車 両 運 搬 具 5,534

減 価 償 却 累 計 額 △ 3,865 1,669

ニ 機 械 及 び 装 置 9,199,836

減 価 償 却 累 計 額 △ 5,891,971 3,307,865

ハ 構 築 物 47,573,678

減 価 償 却 累 計 額 △ 16,882,264 30,691,414

ロ 建 物 1,534,928

減 価 償 却 累 計 額 △ 791,090 743,838

千円

１ 固 定 資 産

（ １） 有 形 固 定 資 産

イ 土 地 1,548,081

平成２７年度亀岡市下水道事業予定貸借対照表（前年度分）

（平成２８年 ３ 月３１日）

資 産 の 部

千円 千円 千円



（ ３） 引 当 金 181,494

固 定 負 債 合 計 15,334,287

ロ そ の 他 企 業 債 529,585

企 業 債 合 計 15,129,993

（ ２） 他 会 計 借 入 金 22,800

千円

３ 固 定 負 債

（ １） 企 業 債

イ
建設改良費等の財源に充てる
ための企業債 14,600,408

資 産 合 計 36,829,419

負 債 の 部

千円 千円 千円

貸 倒 引 当 金 △ 9,010 198,980

流 動 資 産 合 計 448,779

（ １） 現 金 預 金 249,799

（ ２） 未 収 金 207,990

投 資 そ の 他 資 産 合 計 6,500

固 定 資 産 合 計 36,380,640

２ 流 動 資 産

ハ 破 産 更 生 債 権 等 4,684

貸 倒 引 当 金 △ 4,684 0

イ 出 資 金 3,000

ロ 預 託 金 3,500



７ 剰 余 金

（ １） 資 本 剰 余 金 2,924,668

６ 資 本 金

（ １） 資 本 金 1,572,022

資 本 金 合 計 1,572,022

資 本 の 部

千円 千円 千円 千円

収 益 化 累 計 額 △ 11,142,263

繰 延 収 益 合 計 14,671,171

負 債 合 計 31,572,166

11,254

流 動 負 債 合 計 1,566,708

５ 繰 延 収 益

（ １） 長 期 前 受 金 25,813,434

企 業 債 合 計 1,218,071

（ ３） 未 払 金 337,283

（ ５） 預 り 保 証 金 100

（ ４） 引 当 金

（ ２） 企 業 債

イ
建設改良費等の財源に充てる
ための企業債 1,163,273

ロ そ の 他 企 業 債 54,798

千円

４ 流 動 負 債

（ １） 一 時 借 入 金 0

千円 千円 千円



5,257,253

負 債 資 本 合 計 36,829,419

イ 当年度未処分利益剰余金 760,563

利 益 剰 余 金 合 計 760,563

剰 余 金 合 計 3,685,231

資 本 合 計

（ ２） 利 益 剰 余 金



イ 電 話 加 入 権 1,335

無 形 固 定 資 産 合 計 1,335

（ ３） 投 資 そ の 他 資 産

ト 建 設 仮 勘 定 294,766

有 形 固 定 資 産 合 計 35,770,998

（ ２） 無 形 固 定 資 産

ヘ 工 具 、 器 具 及 び 備 品 62,918

減 価 償 却 累 計 額 △ 57,861 5,057

ホ 車 両 運 搬 具 5,534

減 価 償 却 累 計 額 △ 4,320 1,214

ニ 機 械 及 び 装 置 9,410,744

減 価 償 却 累 計 額 △ 6,099,333 3,311,411

ハ 構 築 物 47,637,854

減 価 償 却 累 計 額 △ 17,741,815 29,896,039

ロ 建 物 1,534,928

減 価 償 却 累 計 額 △ 820,498 714,430

千円

１ 固 定 資 産

（ １） 有 形 固 定 資 産

イ 土 地 1,548,081

平成２８年度亀岡市下水道事業予定貸借対照表（当年度分）

（平成２９年 ３ 月３１日）

資 産 の 部

千円 千円 千円



（ ３） 引 当 金 170,206

固 定 負 債 合 計 14,505,278

ロ そ の 他 企 業 債 688,506

企 業 債 合 計 14,312,272

（ ２） 他 会 計 借 入 金 22,800

千円

３ 固 定 負 債

（ １） 企 業 債

イ
建設改良費等の財源に充てる
ための企業債 13,623,766

資 産 合 計 36,391,373

負 債 の 部

千円 千円 千円

貸 倒 引 当 金 △ 9,150 202,078

流 動 資 産 合 計 611,890

（ １） 現 金 預 金 409,812

（ ２） 未 収 金 211,228

投 資 そ の 他 資 産 合 計 7,150

固 定 資 産 合 計 35,779,483

２ 流 動 資 産

ハ 破 産 更 生 債 権 等 3,441

貸 倒 引 当 金 △ 3,441 0

イ 出 資 金 3,000

ロ 預 託 金 4,150



７ 剰 余 金

（ １） 資 本 剰 余 金 2,924,668

６ 資 本 金

（ １） 資 本 金 2,114,194

資 本 金 合 計 2,114,194

資 本 の 部

千円 千円 千円 千円

収 益 化 累 計 額 △ 11,625,540

繰 延 収 益 合 計 14,466,841

負 債 合 計 30,536,476

11,295

流 動 負 債 合 計 1,564,357

５ 繰 延 収 益

（ １） 長 期 前 受 金 26,092,381

企 業 債 合 計 1,216,221

（ ３） 未 払 金 336,741

（ ５） 預 り 保 証 金 100

（ ４） 引 当 金

（ ２） 企 業 債

イ
建設改良費等の財源に充てる
ための企業債 1,175,142

ロ そ の 他 企 業 債 41,079

千円

４ 流 動 負 債

（ １） 一 時 借 入 金 0

千円 千円 千円



5,854,897

負 債 資 本 合 計 36,391,373

イ 当年度未処分利益剰余金 816,035

利 益 剰 余 金 合 計 816,035

剰 余 金 合 計 3,740,703

資 本 合 計

（ ２） 利 益 剰 余 金



注 記 

 

Ⅰ．重要な会計方針 

    

 １ 固定資産の減価償却方法 

  （１）有形固定資産 

    ・減価償却の方法   定額法による。 

    ・主な耐用年数 

      建物       15～50年 

      構築物        50年 

      機械及び装置   15～20年 

      車両運搬具      06年 

      工具器具及び備品 03～15年 

 ２ 引当金の計上方法 

  （１）退職給付引当金 

        職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額に相当する金額を計上している。 

  （２）賞与引当金 

        職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上してい

る。 

  （３）法定福利費引当金 

        職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属す

る額を計上している。 

  （４）貸倒引当金 

        債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権・貸倒懸念債権・破産更生債権等それぞれの貸倒実績率により、回収不能見込

額を計上している。 

 ３ 消費税及び地方消費税の会計処理 

      消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 



 

Ⅱ．予定貸借対照表等関連 

 

 １ 企業債の償還に係る他会計の負担 

      貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、他会計が負担す

ると見込まれる額は4,376,366千円である。 

 ２ 引当金の取り崩し 

  （１）退職給付引当金の取崩し 

       平成２８年度において、退職手当として11,288千円を支給するため、退職給付引当金11,288千円を取り崩す。 

  （２）賞与引当金の取崩し 

       平成２８年度において、期末手当及び勤勉手当として29,535千円を支給するため、賞与引当金9,537千円を取り崩す。 

  （３）法定福利費引当金の取崩し 

       平成２８年度において、期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費として5,624千円を支出するため、法定福利費引当金1,717千円を

取り崩す。 

  （４）貸倒引当金の取崩し 

       平成２８年度において、債権2,900千円を不納欠損処理するため、貸倒引当金2,900千円を取り崩す。 

 ３ 出資金 

      当年度に、一般会計から受ける出資の額は542,172千円である。 

 

 



科　　　 目　　　 別　　　 内　　　 訳　　　 書



収　　　入

説　　　明

1
下水道事業
収 益

2,341,200
千円

1 営 業 収 益 1,701,977

1 下 水 道使 用料 1,700,405

1 下 水 道使 用料 1,700,405 下水道使用料

　(1)　家事用　　　　　1,095,307千円

　(2)　その他汚水用　　   604,940千円

　(3)　公衆浴場用               　 158千円

2 その他営業収益 1,572

1 他 会 計負 担金 202 一般会計負担金

2 手 数 料 1,287 排水設備設計審査・検査手数料等

3 雑 収 益 83 排水設備確認申請用紙売却代金等

2 営業外収益 639,223

1
受 取 利 息
及 び 配 当 金

87

1 預 金 利 息 87 預金利息

収　益　的　収　入　及　び　支　出

節款 項 金　　　額目



説　　　明

2 他 会 計補 助金 155,646
千円

1 他 会 計補 助金 155,646 一般会計補助金

3 長期前受金戻入 483,277

1
国 庫 補 助 金
長期前受金戻入

372,953 長期前受金収益化額

2
府 補 助 金
長期前受金戻入

6,668 　　〃

3
他 会 計負 担金
長期前受金戻入

12,824 　　〃

4
工 事 負 担 金
長期前受金戻入

10,395 　　〃

5
受 益 者負 担金
長期前受金戻入

63,161 　　〃

6
受贈財産評価額
長期前受金戻入

17,276 　　〃

4 雑 収 益 213

1 そ の 他雑 収益 213 公共下水道施設占用料等

項 節目款 金　　　額



支　　　出

説　　　明

1
下水道事業
費 用

2,268,900
千円

1 営 業 費 用 1,834,769

1 管 渠 費 97,579

1 給 料 5,984 職員２名分

2 手 当 3,858 　　〃

3
賞 与 引 当 金
繰 入 額

790 　　〃

4 法 定 福 利 費 2,156 共済組合事業主負担

5
法 定 福 利 費
引 当 金繰 入額

147 期末勤勉手当に係る法定福利費引当金

6 被 服 費 18 職員貸与被服費

7 備 消 品 費 150 人孔蓋及び公共汚水桝維持管理用備消耗品費

8 燃 料 費 63 自動車用燃料

9 委 託 料 28,244 管渠清掃委託料等

10 賃 借 料 530 管路敷借地料等

11 修 繕 費 51,803 管渠等修繕費

12 材 料 費 3,836 道路補修用材料等

項 目 節款 金　　　額



説　　　明

2 ポ ン プ 場 費 15,715
千円

1 備 消 品 費 208 機械用等備消耗品費

2 燃 料 費 7 自動車用燃料

3 光 熱 水 費 24 水道料金

4 通 信 運 搬 費 1,864 電話料金

5 修 繕 費 4,296 各種設備修繕費

6 動 力 費 9,316 電力料

3 処 理 場 費 488,097

1 給 料 7,373 職員２名分

2 手 当 4,950 　　〃

3
賞 与 引 当 金
繰 入 額

941 　　〃

4 賃 金 934 事務補助者賃金

5 法 定 福 利 費 2,489 共済組合事業主負担

6
法 定 福 利 費
引 当 金繰 入額

178 期末勤勉手当に係る法定福利費引当金

7 被 服 費 65 職員貸与被服費

8 備 消 品 費 2,766 機械用等備消耗品費

款 項 目 節 金　　　額



9 燃 料 費 292 消化槽加温ボイラー用燃料等

10 光 熱 水 費 1,051 水道料金等

11 通 信 運 搬 費 502 電話料金及び郵送料金

12 委 託 料 351,680 維持管理業務委託料等

13 賃 借 料 1,372 水中ポンプ賃借料等

14 修 繕 費 26,517 各種設備修繕費

15 動 力 費 76,278 電力料等

16 薬 品 費 10,609 処理用及び水質試験用薬品

17 材 料 費 100 補修用材料

4 普 及 促 進 費 29,138

1 給 料 13,737 職員４名分

2 手 当 5,631 　　〃

3
賞 与 引 当 金
繰 入 額

1,754 　　〃

4 賃 金 1,477 事務補助者賃金

5 法 定 福 利 費 4,136 共済組合事業主負担

6
法 定 福 利 費
引 当 金繰 入額

333 期末勤勉手当に係る法定福利費引当金

7 旅 費 1 職員普通旅費



説　　　明

8 被 服 費 62
千円

職員貸与被服費

9 備 消 品 費 556 事務用備消耗品費等

10 燃 料 費 31 自動車用燃料

11 印 刷 製 本 費 348 諸用紙等印刷費

12 通 信 運 搬 費 21 電話料金及び郵送料金

13 委 託 料 385 広報紙新聞折込委託料等

14 賃 借 料 2 イベント用テント等賃借料

15 材 料 費 14 イベント用材料等

16 補 償 費 650 水洗便所改造資金補償金

5 総 係 費 107,263

1 給 料 20,122 職員５名分

2 手 当 12,100 　　〃

3
賞 与 引 当 金
繰 入 額

2,544 　　〃

4 賃 金 2,305 事務補助者賃金

5 報 酬 156 経営審議会委員報酬

6 法 定 福 利 費 7,593 共済組合等事業主負担

款 項 目 節 金　　　額



7
法 定 福 利 費
引 当 金繰 入額

487 期末勤勉手当に係る法定福利費引当金

8 旅 費 166 職員普通旅費

9 被 服 費 70 職員貸与被服費

10 備 消 品 費 310 事務用備消耗品費等

11 燃 料 費 215 自動車用燃料等

12 印 刷 製 本 費 289 諸用紙等印刷費

13 通 信 運 搬 費 212 電話料金及び郵送料金

14 委 託 料 825 公営企業会計システム保守委託料等

15 手 数 料 53 車検手数料等

16 賃 借 料 5,232 庁舎賃借料等

17 修 繕 費 332 自動車修繕費等

18 研 修 費 276 職員研修費

19 食 糧 費 2 来客等賄

20 厚 生 費 284 職員互助会補助金

21 負 担 金 51,005 下水道使用料調定収納業務負担金等

22 保 険 料 835 下水道施設損害保険料等

23
貸 倒 引 当 金
繰 入 額

1,798 下水道使用料等に係る貸倒引当金

24 雑 費 52 自動車重量税



説　　　明

6 減 価 償 却 費 1,096,977
千円

1
有 形 固定 資産
減 価 償 却 費

1,096,977 有形固定資産減価償却費

2 営業外費用 424,131

1
支 払 利息 及び
企業債取扱諸費

356,863

1 企 業 債 利 息 356,238 企業債利息

2 借 入 金 利 息 625 一時借入金利息

2 雑 支 出 3,263

1
特 定 収 入
仮 払 消 費 税

163 特定収入仮払消費税

2 そ の 他雑 支出 3,100 過年度収入過誤納による還付金

3
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

64,005

1
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

64,005 消費税及び地方消費税納付金

3 予 備 費 10,000

1 予 備 費 10,000

1 予 備 費 10,000 予備費

款 項 目 節 金　　　額



収　　　入

説　　　明

1 資本的収入 1,038,100
千円

1 企 業 債 198,500

1 企 業 債 198,500

1 企 業 債 198,500 公共下水道事業債

2 出 資 金 542,172

1 一般会計出資金 542,172

1 一般会計出資金 542,172 一般会計出資金

3 国庫支出金 249,494

1 国 庫 補 助 金 249,494

1
下 水 道 事 業
国 庫 補 助 金

249,494 公共下水道事業国庫補助金

4 負 担 金 47,934

1 受 益 者負 担金 42,603

1 受 益 者負 担金 42,603 公共下水道事業受益者負担金

2 他 会 計負 担金 5,331

1 一般会計負担金 5,331 一般会計負担金

項 目 節 金　　　額

資　本　的　収　入　及　び　支　出

款



支　　　出

説　　　明

1 資本的支出 1,749,200
千円

1 建設改良費 530,479

1 事 務 費 60,489

1 給 料 26,822 職員７名分

2 手 当 16,766 　　〃

3 賃 金 1,477 事務補助者賃金

4 法 定 福 利 費 9,397 共済組合等事業主負担

5 旅 費 57 職員普通旅費

6 報 償 費 211 受益者負担金一括納付報奨金

7 被 服 費 122 職員貸与被服費

8 備 消 品 費 1,781 事務用備消耗品費

9 燃 料 費 115 自動車用燃料等

10 印 刷 製 本 費 516 諸用紙印刷費

11 通 信 運 搬 費 377 電話料金及び郵送料金

12 委 託 料 1,574 受益者負担金システム保守管理委託料等

款 項 目 節 金　　　額



13 手 数 料 26 公金収納取扱手数料等

14 賃 借 料 817 工事設計積算システム賃借料等

15 修 繕 費 199 自動車修繕費等

16 厚 生 費 161 職員互助会補助金

17 保 険 料 62 自動車損害保険料

18 雑 費 9 自動車重量税

2 管 渠 布 設 費 16,005

1 委 託 料 13,583 管渠布設工事実施設計業務委託料等

2 手 数 料 324 公共汚水桝設置等手数料

3 材 料 費 407 公共汚水桝購入費

4 工 事 請 負 費 1,691 公共汚水桝設置工事費

3
処 理 場 建 設
改 良 費

448,900

1 委 託 料 448,900 浄化センター水処理設備工事委託等

4 固定資産購入費 5,085

1 固定資産購入費 5,085 小型中和装置等購入費

2
企 業 債
償 還 金

1,218,071

1 企 業 債償 還金 1,218,071

1 企 業 債償 還金 1,218,071 企業債償還金



説　　　明

3 預 託 金 650
千円

1 預 託 金 650

1 融 資 預 託 金 650 水洗便所改造資金融資預託金

節 金　　　額款 項 目


